
「新学校制度（職業実践的な教育に特化した高等教育機関）創設」に向けた全専各連の具体的方針 (平成 23 年 6 月 15 日 全専各連総会)決定

１．新学校制度創設推進本部の構成

平成 23 年度から以下の体制を整備して、運動を具体化していく。

全国専修学校各種学校総連合会・全国学校法人立専門学校協会 新学校制度創設推進本部（平成 23 年度より新組織として改称）

中込三郎会長
（会 長 指 名）中村徹副会長、川越宏樹副会長、小林光俊常任理事、岩崎幸雄常任理事（平成 23 年 2 月 24 日現在）

（ブロック推薦）9 名（うち南関東ブロックは岡本比呂志常任理事を候補とする）
※推薦条件：①全専各連の役員等の推薦要件を満たすこと、②推進本部の活動に積極的に協力すること、③ブロックに所属する

都道府県の役員・会員に新学校創設の情報提供・活動協力を積極的に行い得ること。

制 度 設 計 専 門 ワ ー キ ン グ

主査・副主査：戦略統括本部の中から選出された者 …主査：川越宏樹副会長、副主査：小林光俊常任理事
構 成 員：新学校制度創設推進本部の中から選出された者 他

…文科省と連携して中教審答申の構想を具体化（設置認可の基準等の整理）

普 及 推 進 専 門 ワ ー キ ン グ

主査・副主査：戦略統括本部の中から選出された者 …主査：中村徹副会長、副主査：岡本比呂志常任理事
構 成 員：新学校制度創設推進本部の中から選出された者、活動主体は新学校制度創設推進本部全員

…会員校の周知、企業、経済・業界団体等の支援者・理解者の掘り起し・拡大

渉外・運動推進専門ワーキング

主 査：戦略統括本部の中から選出された者 …主査：岩崎幸雄常任理事
構成員：新学校制度創設推進本部の中から選出された者、活動主体は中込三郎会長を筆頭に新学校制度創設推進本部全員

…国会、政府、都道府県（知事・議会）等への支援要請、早期実現への素地づくり

（コア組織）戦 略 統 轄 本 部

中込三郎会長
（会 長 指 名）中村徹副会長、川越宏樹副会長、小林光俊常任理事、岩崎幸雄常任理事（平成 23 年 2 月 24 日現在）
（ブロック推薦）岡本比呂志常任理事（平成 23 年 6 月 14 日決定）

…ワーキングおよび全国の活動の企画・具体化・総括等

都道府県協会等の役員会・委員会

構成員：自主的に構成（新組織でも既存組織でも可）。

…都道府県内の会員への制度説明・意見集約、企業・団体の支援の獲得
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ブロック別新学校制度創設推進委員会

委員長：新学校制度創設推進本部のブロックの推薦者
構成員：都道府県別（各１名）の推薦委員（※推薦要件は新学校制度創設推進本部と同じ）

…ブロック内の会員への制度説明・意見集約、企業・団体の支援の獲得
（例えば、初回会議をブロック会議等に開催）



２．制 度 設 計 へ の 対 応

平成 23 年度に、全専各連での過去の検討結果（「第 1 次報告」「第 2 次制度設計案」）も参考としつつ、文部科学省と連携しながら、以下の活動を行う。

新制度の設計に際しては、東日本大震災を重大な契機ととらえ、中長期の復興支援にかかる専門人材育成の重要性を踏まえた教育的観点を反映させる。

（１）「職業実践的な教育に特化した枠組み」の観点からの学校法人立専門学校に対する調査の実施

（２）「職業実践的な教育に特化した枠組み」の構想の具体化（制度設計）の実施

入学資格・修業年限

分野の特性や対象者等に応じた柔軟な修業年
限（2～4 年）の設定 ほか

教育課程、授業方法

企業や経済・職能団体等との連携による編成体
制の確保、演習型授業の一定程度の実施 ほか

修了認定方法・
卒業要件

単位制・モジュール制、セメスター制、単位認
定の範囲、成績評価の表示方法 ほか

称号等、他の高等教
育機関等との接続

修了者の能力を徴表する称号等の付与、他の高等教育機関等と

の接続（編入学等）の確保、国際的通用性の担保 ほか

教員資格、教員組織等

実務卓越性と指導力の中身、基本的教員組織の
整備、教員の役割分担と連携体制の確保 ほか

自己点検・評価、
第三者評価

自己点検・評価の実施と結果の公表、産業界等
が関与した第三者評価の構築 ほか

名称、設置者

職業実践的な教育に特化した学校名称の設定、
設置者の特定 ほか

その他

設置認可や審査体制・手続や法令遵守の担保等

のための指導・監督、設置基準の在り方 ほか

目的と特徴

企業や経済・職能団体等との密接な連携、最新
の実務の知識・経験の反映 ほか

②教育の健全性・安定性の面
「学校教育法第一条への位置づけ＝一条校
を設置する学校法人の寄附行為変更認可の
基準への適合」

①企業・業界団体等との連携の面
「企業・業界団体等の実質的・組織的な連
携＝有能な人材を養成する学校・学科とし
ての業界（地域）のお墨付き」

③点検・評価、情報公開の面
「社会的責務＝教育全般の積極的な点検・
評価と結果公表、一定期間ごとの外部評価、
情報の公表（専門学校も義務化）」

定期的・継続的・組織的に意見を得る体制
演習型授業（企業内実習等）が一定比率以上
実務経験（現職実務家）教員が一定比率以上

例えば…

開設年度の経常経費相当額の自己資金を保有
過去３か年度の総負債比率の状況
過去３か年度の帰属収支差額の状況

例えば…

自己点検・評価と結果の公表の実施状況
企業・業界団体等の第三者評価の実施状況
大学等で義務化された項目の情報公開の状況

例えば…

★調査結果と「職業実践的な教育に特化した枠組み」の構想との関係を整理・分析、制度設計の参考に
★「企業・業界団体等との連携」や「点検・評価、情報公開」等の好事例を整理、支援者の拡大に活用



３．普 及 推 進 へ の 対 応

平成 23 年度に、全専各連（全専協）発行の「職業実践的な教育に特化した学校」パンフレット等を用いて、支援者・理解者を拡大する以下の活動を行う。

（１）全専各連（都道府県協会、分野別専門部会を含む）による産業界の理解者・支援者の全国的拡大

（２）全専各連（都道府県協会、分野別専門部会を含む）による他の教育段階（高等教育を含む）の理解者・支援者の全国的拡大

全 専 各 連 役 員

全 専 協 役 員

都道府県協会役員

分野別専門部会役員
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就職先の各企業等
地元の業界団体等

理解者・支援者リストをＨＰにアップ・適時更新
ダウンロードしてパンフレットにはさみ込む
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４．渉 外 ・ 運 動 推 進 へ の 対 応

平成 23 年度に、都道府県協会等と連携しながら、国と地方自治体に対して以下の活動を行う。

（１）全専各連（都道府県協会等との連携）による与野党の国会議員への働きかけ

（２）都道府県協会等による都道府県知事・都道府県議会・地元経済界への働きかけ
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全専各連・全専協

都 道 府 県 協 会 等

情報提供・情報共有
を通じた連携・協力

地域の活性化、成長産業
の育成に資する新学校制
度の提言策定を要望

産業振興や雇用対策、就
業意識の醸成や教育水
準向上として新学校制
度創設の請願を要望

人材育成・雇用対策の会
議で新学校制度の創設や
能開施設との役割分担に
ついて対話・支援要請
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